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【原子力施設関連法】 
 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 

（昭和三十二年六月十日法律第百六十六号） 
最終改正：平成二十四年六月二十七日法律第四十七号 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S32/S32HO166.html 
第六章 原子力事業者等に関する規制等 
（目的）  
第一条  この法律は、原子力基本法（昭和三十年法律第百八十六号）の精神にのつとり、
核原料物質、核燃料物質及び原子炉の利用が平和の目的に限られることを確保するととも

に、これらによる災害を防止し、及び核燃料物質を防護して、公共の安全を図るために、

製錬、加工、貯蔵、再処理及び廃棄の事業並びに原子炉の設置及び運転等に関し、大規模

な自然災害及びテロリズムその他の犯罪行為の発生も想定した必要な規制を行うほか、原

子力の研究、開発及び利用に関する条約その他の国際約束を実施するために、国際規制物

資の使用等に関する必要な規制を行い、もつて国民の生命、健康及び財産の保護、環境の

保全並びに我が国の安全保障に資することを目的とする。 
 
（保安及び特定核燃料物質の防護のために講ずべき措置）  
第三十五条  原子炉設置者及び外国原子力船運航者は、次の事項について、原子力規制委
員会規則で定めるところにより、保安のために必要な措置を講じなければならない。  
一  原子炉施設の保全  
二  原子炉の運転  
三  核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の運搬、貯蔵又は廃棄（運搬及び廃
棄にあつては、原子炉施設を設置した工場又は事業所（原子力船を含む。次項において同

じ。）において行われる運搬又は廃棄に限る。次条第一項において同じ。） 
（省略） 

 
 
実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 

（昭和五十三年十二月二十八日通商産業省令第七十七号） 
最終改正：平成二十五年六月二十八日原子力規制委員会規則第四号 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S53/S53F03801000077.html 
核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和三十二年法律第百六十六号）

及び核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令（昭和三十二年政令第

三百二十四号）中実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規定に基づき、及び同規定を

実施するため、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則を次のように制定する。 
（省略） 
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（工場又は事業所において行われる廃棄）  
第十五条  法第三十五条第一項の規定により、原子炉設置者は、原子炉施設を設置した工
場又は事業所において行われる放射性廃棄物の廃棄に関し、次の各号に掲げる措置を講じ

なければならない。  
（省略） 

三  気体状の放射性廃棄物は、次に掲げるいずれかの方法により廃棄すること。 
イ 排気施設によつて排出すること。 
ロ 障害防止の効果をもつた廃棄槽に保管廃棄すること。 
四  前号イの方法により廃棄する場合は、排気施設において、ろ過、放射能の時間による
減衰、多量の空気による希釈等の方法によつて排気中の放射性物質の濃度をできるだけ低

下させること。この場合、排気口又は排気監視設備において排気中の放射性物質の濃度を

監視することにより、周辺監視区域の外の空気中の放射性物質の濃度が原子力規制委員会

の定める濃度限度を超えないようにすること。  
（省略） 

六  液体状の放射性廃棄物は、次に掲げるいずれかの方法により廃棄すること。 
イ 排水施設によつて排出すること。 
（省略） 
七  前号イの方法により廃棄する場合は、排水施設において、ろ過、蒸発、イオン交換樹
脂法等による吸着、放射能の時間による減衰、多量の水による希釈等の方法によつて排水

中の放射性物質の濃度をできるだけ低下させること。この場合、排水口又は排水監視設備

において排水中の放射性物質の濃度を監視することにより、周辺監視区域の外側の境界に

おける水中の放射性物質の濃度が原子力規制委員会の定める濃度限度を超えないようにす

ること。  
（省略） 

 
 
原子力災害対策特別措置法 

（平成十一年十二月十七日法律第百五十六号） 
最終改正：平成二十五年六月二十一日法律第五十四号 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO156.html 
（目的）  
第一条  この法律は、原子力災害の特殊性にかんがみ、原子力災害の予防に関する原子力
事業者の義務等、原子力緊急事態宣言の発出及び原子力災害対策本部の設置等並びに緊急

事態応急対策の実施その他原子力災害に関する事項について特別の措置を定めることによ

り、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和三十二年法律第百六十

六号。以下「規制法」という。）、災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）そ

の他原子力災害の防止に関する法律と相まって、原子力災害に対する対策の強化を図り、
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もって原子力災害から国民の生命、身体及び財産を保護することを目的とする。 
（省略） 

（放射線測定設備その他の必要な資機材の整備等）  
第十一条  原子力事業者は、原子力規制委員会規則で定める基準に従って、その原子力事
業所内に前条第一項前段の規定による通報を行うために必要な放射線測定設備を設置し、

及び維持しなければならない。  
（省略） 
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【研究等 RI施設関連法】 
 

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律 

（昭和三十二年六月十日法律第百六十七号） 
最終改正：平成二十四年六月二十七日法律第四十七号 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S32/S32HO167.html 
（目的）  
第一条  この法律は、原子力基本法（昭和三十年法律第百八十六号）の精神にのつとり、
放射性同位元素の使用、販売、賃貸、廃棄その他の取扱い、放射線発生装置の使用及び放

射性同位元素又は放射線発生装置から発生した放射線によつて汚染された物（以下「放射

性汚染物」という。）の廃棄その他の取扱いを規制することにより、これらによる放射線障

害を防止し、公共の安全を確保することを目的とする。 
（省略） 

（使用の許可の基準）  
第六条  原子力規制委員会は、第三条第一項本文の許可の申請があつた場合においては、
その申請が次の各号に適合していると認めるときでなければ、許可をしてはならない。  

（省略） 
三  廃棄施設の位置、構造及び設備が原子力規制委員会規則で定める技術上の基準に適合
するものであること。  

（省略） 
（廃棄の業の許可の基準）  
第七条  原子力規制委員会は、第四条の二第一項の許可の申請があつた場合においては、
その申請が次の各号に適合していると認めるときでなければ、許可をしてはならない。  
一  廃棄物詰替施設の位置、構造及び設備が原子力規制委員会規則で定める技術上の基準
に適合するものであること。  
二  廃棄物貯蔵施設の位置、構造及び設備が原子力規制委員会規則で定める技術上の基準
に適合するものであること。  
三  廃棄施設の位置、構造及び設備が原子力規制委員会規則で定める技術上の基準に適合
するものであること。  
四  その他放射性同位元素又は放射性汚染物による放射線障害のおそれがないこと。 

（省略） 
（廃棄の基準等）  
第十九条  許可届出使用者及び許可廃棄業者は、放射性同位元素又は放射性汚染物を工場
又は事業所において廃棄する場合においては、原子力規制委員会規則で定める技術上の基

準に従つて放射線障害の防止のために必要な措置を講じなければならない。  
２  許可届出使用者及び許可廃棄業者は、放射性同位元素又は放射性汚染物を工場又は事
業所の外において廃棄する場合においては、原子力規制委員会規則で定める技術上の基準
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に従つて放射線障害の防止のために必要な措置を講じなければならない。  
３  原子力規制委員会は、放射性同位元素又は放射性汚染物の廃棄に関する措置が前二項
の技術上の基準に適合していないと認めるときは、許可届出使用者又は許可廃棄業者に対

し、廃棄の停止その他放射線障害の防止のために必要な措置を命ずることができる。  
４  届出販売業者又は届出賃貸業者は、放射性同位元素又は放射性汚染物の廃棄について
は、許可届出使用者又は許可廃棄業者に委託しなければならない。  
５  前項に定めるもののほか、表示付認証機器又は表示付特定認証機器（以下「表示付認
証機器等」という。）を廃棄しようとする者（許可届出使用者又は許可廃棄業者であるもの

を除く。）は、許可届出使用者又は許可廃棄業者に委託しなければならない。 
（省略） 

 
 
放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則 

（昭和三十五年九月三十日総理府令第五十六号） 
最終改正：平成二十五年三月二十九日文部科学省令第八号 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S35/S35F03101000056.html 
（廃棄施設の基準） 
第十四条の十一  法第六条第三号及び法第七条第三号の規定による廃棄施設の位置、構造
及び設備の技術上の基準（廃棄物埋設地に係るものを除く。）は、次のとおりとする。 

（省略） 
四  密封されていない放射性同位元素等の使用若しくは詰替えをする場合又は放射線発
生装置を使用する場合（当該放射線発生装置の使用をする室において空気中の当該放射線

発生装置から発生した放射線により生じた放射線を放出する同位元素の濃度が原子力規制

委員会が定める濃度限度を超えるおそれがある場合に限る。）には、次に定めるところによ

り、排気設備を設けること。ただし、排気設備を設けることが、著しく使用の目的を妨げ、

若しくは作業の性質上困難である場合において、気体状の放射性同位元素を発生し、又は

放射性同位元素によつて空気を汚染するおそれのないときには、この限りでない。 
（省略） 

ハ 排気設備は、次のいずれかに該当するものであること。 
（１） 排気口における排気中の放射性同位元素の濃度を原子力規制委員会が定める濃度

限度以下とする能力を有すること。 
（２） 排気監視設備を設けて排気中の放射性同位元素の濃度を監視することにより、工

場若しくは事業所又は廃棄事業所（以下「事業所等」という。）の境界（事業所等の境界に

隣接する区域に人がみだりに立ち入らないような措置を講じた場合には、工場若しくは事

業所又は廃棄事業所（以下「事業所等」という。）及び当該区域から成る区域の境界。以下

この号及び次号並びに第十九条第一項第二号及び第五号において同じ。）の外の空気中の放

射性同位元素の濃度を原子力規制委員会が定める濃度限度以下とする能力を有すること。 
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（省略） 
五  液体状の放射性同位元素等を浄化し、又は排水する場合には、次に定めるところによ
り、排水設備を設けること。 
イ 排水設備は、次のいずれかに該当するものであること。 
（１） 排水口における排液中の放射性同位元素の濃度を原子力規制委員会が定める濃度

限度以下とする能力を有すること。 
（２） 排水監視設備を設けて排水中の放射性同位元素の濃度を監視することにより、事

業所等の境界における排水中の放射性同位元素の濃度を原子力規制委員会が定める濃度限

度以下とする能力を有すること。 
（３） （１）又は（２）の能力を有する排水設備を設けることが著しく困難な場合にあ

つては、排水設備が事業所等の境界の外における線量を原子力規制委員会が定める線量限

度以下とする能力を有することについて、原子力規制委員会の承認を受けていること。 
（省略） 

（廃棄の基準）  
第十九条  許可使用者及び許可廃棄業者に係る法第十九条第一項の原子力規制委員会規
則で定める技術上の基準（第三項に係るものを除く。）については、次に定めるところによ

るほか、第十五条第一項第三号、第四号から第十号まで、第十一号及び第十二号の規定を

準用する。この場合において、同項第三号ロ中「放射性同位元素又は放射線発生装置」と

あるのは「放射性同位元素等」と、同項第四号中「作業室内の人が常時立ち入る場所又は

放射線発生装置の使用をする室」とあるのは「廃棄作業室内の人が常時立ち入る場所」と、

同項第五号から第八号までの規定中「作業室」とあるのは「廃棄作業室」と、同項第九号

中「放射性同位元素によつて汚染された物」とあるのは「放射性汚染物」と、「作業室」と

あるのは「廃棄作業室」と、同項第十一号中「使用施設又は管理区域」とあるのは「廃棄

施設」と読み替えるものとする。  
一  気体状の放射性同位元素等は、排気設備において、浄化し、又は排気することにより
廃棄すること。  
二  前号の方法により廃棄する場合にあつては、次に定めるところにより行うこと。 
イ 第十四条の十一第一項第四号ハ（１）の排気設備において廃棄する場合にあつては、

当該設備の排気口における排気中の放射性同位元素の濃度を原子力規制委員会が定める濃

度限度以下とすること。 
ロ 第十四条の十一第一項第四号ハ（２）の排気設備において廃棄する場合にあつては、

排気中の放射性同位元素の濃度を監視することにより、事業所等の境界の外の空気中の放

射性同位元素の濃度を原子力規制委員会が定める濃度限度以下とすること。 
ハ 第十四条の十一第一項第四号ハ（３）の排気設備において廃棄する場合にあつては、

排気中の放射性同位元素の数量及び濃度を監視することにより、事業所等の境界の外にお

ける線量を原子力規制委員会が定める線量限度以下とすること。 
（省略） 
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五  前号イの方法により廃棄する場合にあつては、次に定めるところにより行うこと。 
イ 第十四条の十一第一項第五号イ（１）の排水設備において廃棄する場合にあつては、

当該設備の排水口における排液中の放射性同位元素の濃度を原子力規制委員会が定める濃

度限度以下とすること。 
ロ 第十四条の十一第一項第五号イ（２）の排水設備において廃棄する場合にあつては、

排水中の放射性同位元素の濃度を監視することにより、事業所等の境界における排水中の

放射性同位元素の濃度を原子力規制委員会が定める濃度限度以下とすること。 
ハ 第十四条の十一第一項第五号イ（３）の排水設備において廃棄する場合にあつては、

排水中の放射性同位元素の数量及び濃度を監視することにより、事業所等の境界の外にお

ける線量を原子力規制委員会が定める線量限度以下とすること。 
（省略） 
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【医療施設関連法】 
 

医療法 

（昭和二十三年七月三十日法律第二百五号） 

最終改正：平成二十四年六月二十七日法律第四十号 

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S23/S23HO205.html 

第一章 総則 
第一条  この法律は、医療を受ける者による医療に関する適切な選択を支援するために必
要な事項、医療の安全を確保するために必要な事項、病院、診療所及び助産所の開設及び

管理に関し必要な事項並びにこれらの施設の整備並びに医療提供施設相互間の機能の分担

及び業務の連携を推進するために必要な事項を定めること等により、医療を受ける者の利

益の保護及び良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を図り、もつて国民の健

康の保持に寄与することを目的とする。 
（省略） 

 
 
医療法施行規則 

（昭和二十三年十一月五日厚生省令第五十号） 
最終改正：平成二十五年一月十八日厚生労働省令第四号 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S23/S23F03601000050.html 
（廃棄施設）  
第三十条の十一  診療用放射性同位元素、陽電子断層撮影診療用放射性同位元素又は放射
性同位元素によつて汚染された物（以下「医療用放射性汚染物」という。）を廃棄する施設

（以下「廃棄施設」という。）の構造設備の基準は、次のとおりとする。  
一  廃棄施設の外側における実効線量が一週間につき一ミリシーベルト以下になるよう
にしやへいすることができるものとすること。ただし、廃棄施設の外側が、人が通行し、

又は停在することのない場所である場合は、この限りでない。  
二  液体状の医療用放射性汚染物を排水し、又は浄化する場合には、次に定めるところに
より、排水設備（排水管、排液処理槽その他液体状の医療用放射性汚染物を排水し、又は

浄化する一連の設備をいう。以下同じ。）を設けること。 
イ 排水口における排液中の放射性同位元素の濃度を第三十条の二十六第一項に定める濃

度限度以下とする能力又は排水監視設備を設けて排水中の放射性同位元素の濃度を監視す

ることにより、病院又は診療所の境界（病院又は診療所の境界に隣接する区域に人がみだ

りに立ち入らないような措置を講じた場合には、その区域の境界とする。以下同じ。）にお

ける排水中の放射性同位元素の濃度を第三十条の二十六第一項に定める濃度限度以下とす

る能力を有するものであること。 
（省略） 
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三  気体状の医療用放射性汚染物を排気し、又は浄化する場合には、次に定めるところに
より、排気設備（排風機、排気浄化装置、排気管、排気口等気体状の医療用放射性汚染物

を排気し、又は浄化する一連の設備をいう。以下同じ。）を設けること。ただし、作業の性

質上排気設備を設けることが著しく困難である場合であつて、気体状の放射性同位元素を

発生し、又は放射性同位元素によつて空気を汚染するおそれのないときは、この限りでな

い。 
イ 排気口における排気中の放射性同位元素の濃度を第三十条の二十六第一項に定める濃

度限度以下とする能力又は排気監視設備を設けて排気中の放射性同位元素の濃度を監視す

ることにより、病院又は診療所の境界の外の空気中の放射性同位元素の濃度を第三十条の

二十六第一項に定める濃度限度以下とする能力を有するものであること。 
（省略） 

２  前項第二号イ又は第三号イに規定する能力を有する排水設備又は排気設備を設ける
ことが著しく困難な場合において、病院又は診療所の境界の外における実効線量を一年間

につき一ミリシーベルト以下とする能力を排水設備又は排気設備が有することにつき厚生

労働大臣の承認を受けた場合においては、同項第二号イ又は第三号イの規定は適用しない。

この場合において、排水口若しくは排水監視設備のある場所において排水中の放射性同位

元素の数量及び濃度を監視し、又は排気口若しくは排気監視設備のある場所において排気

中の放射性同位元素の数量及び濃度を監視することにより、病院又は診療所の境界の外に

おける実効線量を一年間につき一ミリシーベルト以下としなければならない。  
（省略） 

 
 
 
薬事法施行規則 

（昭和三十六年二月一日厚生省令第一号） 
最終改正：平成二十五年六月二十八日厚生労働省令第八十五号 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S36/S36F03601000001.html 
第一章 薬局  
（開設の申請）  
第一条  薬事法（以下「法」という。）第四条第一項の規定により薬局開設の許可を受け
ようとする者は、様式第一による申請書を都道府県知事（その所在地が地域保健法 （昭和
二十二年法律第百一号）第五条第一項 の政令で定める市（以下「保健所を設置する市」と
いう。）又は特別区の区域にある場合においては、市長又は区長。次項及び第三項、第六条

並びに第十五条の四第二項において同じ。）に提出しなければならない。 
２  前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。ただし、法の規定によ
る許可等の申請又は届出（以下「申請等の行為」という。）の際当該申請書の提出先とされ

ている都道府県知事に提出され、又は当該都道府県知事を経由して厚生労働大臣に提出さ
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れた書類については、当該申請書にその旨が付記されたときは、この限りではない。 
（省略） 

六  放射性医薬品（放射性医薬品の製造及び取扱規則 （昭和三十六年厚生省令第四号）
第一条第一号 に規定する放射性医薬品をいう。以下同じ。）を取り扱おうとするとき（厚
生労働大臣が定める数量又は濃度以下の放射性医薬品を取り扱おうとするときを除く。）

は、放射性医薬品の種類及び放射性医薬品を取り扱うために必要な設備の概要を記載した

書類 
（省略） 

 
 
放射性医薬品の製造及び取扱規則 

（昭和三十六年二月一日厚生省令第四号） 
最終改正：平成二十三年十二月二十一日厚生労働省令第百五十号 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S36/S36F03601000004.html 
（製造業者の遵守すべき事項）  
第二条  製造業者は、作業を行うに当たつて、次の各号に掲げる事項を厳守しなければな
らない。 

（省略） 
五  排気設備の排気口における排気中の放射性物質の濃度を厚生労働大臣が定める濃度
限度以下とすること、又は排気監視設備を設けた場合において排気中の放射性物質の濃度

を監視することにより、製造所の境界（製造所の境界に隣接する区域に人がみだりに立ち

入らないような措置を講じた場合には、その区域の境界とする。以下この項において同じ。）

における空気中の放射性物質の濃度を厚生労働大臣が定める濃度限度以下とすること。  
六  排水設備の排水口における排液中の放射性物質の濃度を厚生労働大臣が定める濃度
限度以下とすること、又は排水監視設備を設けた場合において排水中の放射性物質の濃度

を監視することにより、製造所の境界における排水中の放射性物質の濃度を厚生労働大臣

が定める濃度限度以下とすること。  
七  前二号の規定にかかわらず、薬局等構造設備規則第九条第一項第四号ヘが適用される
場合は、排気口若しくは排気監視設備において排気中の放射性物質の濃度を監視し、又は

排水口若しくは排水監視設備において排液中若しくは排水中の放射性物質の濃度を監視す

ることにより、製造所の境界の外の人が被ばくする線量を厚生労働大臣が定める線量限度

以下とすること。 
（省略） 

第三条の二  廃棄物詰替施設の位置、構造及び設備に係る技術上の基準は、次のとおりと
する。 

（省略） 
四  気体状の放射性物質等を浄化し、又は排気する場合には、次に掲げる要件を満たす排
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気設備を設けること。ただし、厚生労働大臣が定める数量若しくは濃度以下の放射性物質

を取り扱うとき、又は排気設備を設けることが、著しく、使用の目的を妨げ、若しくは作

業の性質上困難である場合であつて、気体状の放射性物質を発生し、若しくは放射性物質

によつて空気を汚染するおそれのないときは、この限りでない。 
イ 排気口における排気中の放射性物質の濃度を厚生労働大臣の定める濃度限度以下とす

る能力又は排気監視設備を設けて排気中の放射性物質の濃度を監視することにより、廃棄

事業所の境界の外の空気中の放射性物質の濃度を厚生労働大臣が定める濃度限度以下とす

る能力を有すること。 
（省略） 

五  液体状の放射性物質等を浄化し、又は排水する場合には、次に掲げる要件を満たす排
水設備を設けること。 
イ 排水口における排液中の放射性物質の濃度を厚生労働大臣の定める濃度限度以下とす

る能力又は排水監視設備を設けて排水中の放射性物質の濃度を監視することにより、廃棄

事業所の境界における排水中の放射性物質の濃度を厚生労働大臣が定める濃度限度以下と

する能力を有すること。 
（省略） 

 
 
薬局等構造設備規則 

（昭和三十六年二月一日厚生省令第二号） 
最終改正：平成二十一年二月六日厚生労働省令第十号 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S36/S36F03601000002.html 
（放射性医薬品区分の医薬品製造業者等の製造所の構造設備）  
第九条  施行規則第二十六条第一項第二号及び第二項第一号の区分並びに施行規則第三
十六条第一項第二号及び第二項第一号の区分の製造業者等の製造所（包装、表示又は保管

のみを行う製造所を除く。以下この項及び次項において同じ。）の構造設備の基準は、第六

条及び第七条に定めるもののほか、次のとおりとする。 
（省略） 

四  次に定めるところに適合する廃棄設備を有すること。 
（省略） 

ニ 次に定めるところに適合する排気設備を有すること。ただし、厚生労働大臣が定める

数量若しくは濃度以下の放射性物質を取り扱うとき、又は排気設備を設けることが、著し

く、使用の目的を妨げ、若しくは作業の性質上困難である場合であつて、気体状の放射性

物質を発生し、若しくは放射性物質によつて空気を汚染するおそれのないときは、この限

りでない。 
（１） 排気口における排気中の放射性物質の濃度を厚生労働大臣の定める濃度限度以下

とする能力を有すること、又は排気監視設備を設けて排気中の放射性物質の濃度を監視す
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ることにより、製造所の境界（製造所の境界に隣接する区域に人がみだりに立ち入らない

ような措置を講じた場合には、その区域の境界とする。以下この号において同じ。）の外の

空気中の放射性物質の濃度を厚生労働大臣が定める濃度限度以下とする能力を有するこ

と。 
ホ 液体状の放射性物質又は放射性物質によつて汚染された液を浄化し、又は排水する場

合には、次に定めるところに適合する排水設備を有すること。 
（１） 排水口における排液中の放射性物質の濃度を厚生労働大臣の定める濃度限度以下

とする能力を有すること。又は排水監視設備を設けて排水中の放射性物質の濃度を監視す

ることにより、製造所の境界における排水中の放射性物質の濃度を厚生労働大臣が定める

濃度限度以下とする能力を有すること。 
（省略） 

 
 
 
獣医療法 

（平成四年五月二十日法律第四十六号） 
最終改正：平成二十三年八月三十日法律第十五号 
（目的）  
第一条  この法律は、飼育動物の診療施設の開設及び管理に関し必要な事項並びに獣医療
を提供する体制の整備のために必要な事項を定めること等により、適切な獣医療の確保を

図ることを目的とする。 
（省略） 

（診療施設の構造設備の基準）  
第四条  診療施設の構造設備は、農林水産省令で定める基準に適合したものでなければな
らない。  
（診療施設の管理）  
第五条  開設者は、自ら獣医師であってその診療施設を管理する場合のほか、獣医師にそ
の診療施設を管理させなければならない。  
２  前項の規定により診療施設を管理する者（以下「管理者」という。）が、その構造設
備、医薬品その他の物品の管理及び飼育動物の収容につき遵守すべき事項については、農

林水産省令で定める。 
（省略） 

 
 
獣医療法施行規則 

（平成四年八月二十五日農林水産省令第四十四号） 
最終改正：平成二十三年八月三十日農林水産省令第五十一号 
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（廃棄施設）  
第六条の十  診療用放射性同位元素、陽電子断層撮影診療用放射性同位元素又は放射性同
位元素によって汚染された物（以下「獣医療用放射性汚染物」という。）を廃棄する施設（以

下「廃棄施設」という。）の構造設備の基準は、次のとおりとする。 
一  人が常時立ち入る場所における実効線量が一週間につき一ミリシーベルト以下にな
るようにしゃへい物を設けること。 
二  液体状の獣医療用放射性汚染物を排水し、又は浄化する場合には、次に定めるところ
により、排水設備（排水管、排液処理槽その他液体状の獣医療用放射性汚染物を排水し、

又は浄化する一連の設備をいう。以下同じ。）を設けること。 
イ 排水口における排液中の放射性同位元素の濃度を第十八条の二第一項に定める濃度限

度以下とする能力を有するものであること又は排水監視設備を設けて排水中の放射性同位

元素の濃度を監視することにより、診療施設の境界（診療施設の境界に隣接する区域に人

がみだりに立ち入らないような措置を講じた場合には、その区域の境界とする。以下同じ。）

における排水中の放射性同位元素の濃度を同項に定める濃度限度以下とする能力を有する

ものであること。 
（省略） 

三  気体状の獣医療用放射性汚染物を排気し、又は浄化する場合には、次に定めるところ
により、排気設備（排風機、排気浄化装置、排気管、排気口等気体状の獣医療用放射性汚

染物を排気し、又は浄化する一連の設備をいう。以下同じ。）を設けること。ただし、作業

の性質上排気設備を設けることが著しく困難である場合であって、気体状の放射性同位元

素を発生し、又は放射性同位元素によって空気を汚染するおそれのないときは、この限り

でない。 
イ 排気口における排気中の放射性同位元素の濃度を第十八条の二第一項に定める濃度限

度以下とする能力を有するものであること又は排気監視設備を設けて排気中の放射性同位

元素の濃度を監視することにより、診療施設の境界の外の空気中の放射性同位元素の濃度

を同項に定める濃度限度以下とする能力を有するものであること。 
（省略） 

２  前項第二号イ又は第三号イに規定する能力を有する排水設備又は排気設備を設ける
ことが著しく困難な場合において、診療施設の境界の外における実効線量を一年間につき

一ミリシーベルト以下とする能力を排水設備又は排気設備が有することにつき農林水産大

臣の承認を受けた場合においては、同項第二号イ又は第三号イの規定は適用しない。この

場合において、排水口若しくは排水監視設備のある場所において排水中の放射性同位元素

の数量及び濃度を監視し、又は排気口若しくは排気監視設備のある場所において排気中の

放射性同位元素の数量及び濃度を監視することにより、診療施設の境界の外における実効

線量を一年間につき一ミリシーベルト以下としなければならない。 
（省略） 

（廃棄物詰替施設等の基準）  
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第十条の三  廃棄物詰替施設の位置、構造及び設備に係る技術上の基準は、次のとおりと
する。 

（省略） 
４  前項第四号から第六号までに掲げる排水設備又は排気設備について、第六条の十第一
項第二号イ又は第三号イに規定する能力を有する排水設備又は排気設備を設けることが著

しく困難な場合において、廃棄施設の境界の外における実効線量を一年間につき一ミリシ

ーベルト以下とする能力を排水設備又は排気設備が有することにつき農林水産大臣の承認

を受けた場合においては、同項第二号イ又は第三号イの規定は適用しない。この場合にお

いて、排水口若しくは排水監視設備のある場所において排水中の放射性同位元素の数量及

び濃度を監視し、又は排気口若しくは排気監視設備のある場所において排気中の放射性同

位元素の数量及び濃度を監視することにより、廃棄施設の境界の外における実効線量を一

年間につき一ミリシーベルト以下としなければならない。 
（省略） 

 
 


